
平成２９年６月松伏町議会定例会提出議案概要 
 

議案第２４号 

松伏町監査委員の選任について 

１  趣旨 

  松伏町監査委員鈴木勝が退職したことに伴い、後任として長谷川真也を選任すること

について同意を求めるもの 

２ 任期 

  選任の日から議員の任期満了の日まで 

 

議案第２５号 

専決処分の承認を求めることについて（松伏町税条例等の一部を改正する条例） 

１ 趣旨 

地方税法の一部改正に伴い、緊急に松伏町税条例等を改正する必要が生じ、平成２９

年３月３１日に松伏町税条例等の一部を改正する条例を専決処分したので、その承認を

求めるもの 

２ 内容 

（１）松伏町税条例の一部改正（第１条） 

  ア 上場株式等に係る配当所得等について、提出された申告書に記載された事項その

他の事情を勘案して、町長が課税方式を決定できることを明確化する。（第３３条、

附則第１６条の３、附則第２０条の２、附則第２０条の３関係） 

イ 児童福祉法の規定により町の認可を得た者が直接次の事業の用に供する家屋及び

償却資産に係る固定資産税の課税標準の特例措置について、次の特例率を適用する。

（第６１条の２関係） 

事業 特例率 

家庭的保育事業（第１項） ２分の１ 

居宅訪問型保育事業（第２項） ２分の１ 

事業所内保育事業（第３項） ２分の１ 

  ウ 肉用牛の売却による事業所得に係る課税の特例の適用期限を３年延長する。（附

則第８条関係） 

エ 平成２９年４月１日から平成３１年３月３１日までの間に一定の政府の補助を受

けた者が事業所内保育事業に係る業務を目的とする施設のうち当該政府の補助に係

るものの用に供する一定の固定資産について、その者が引き続き当該政府の補助を

受けている場合に限り、固定資産税の課税標準を補助開始日から５年度間は２分の

１とする。（附則第１０条の２関係） 

オ 耐震改修が行われた住宅のうち、認定長期優良住宅に該当することとなったもの

等に係る固定資産税の減額を受けようとする者は、当該改修が完了した日から３月

以内に、申告書を町長に提出しなければならない。（附則第１０条の３関係） 

  カ 平成２９年度及び平成３０年度に初回車両番号指定を受けた３輪以上の軽自動車

について、当該車両番号指定の翌年度に次の特例措置を講ずる。（附則第１６条関

係） 

（ア）電気軽自動車及び天然ガス軽自動車について、税率の概ね１００分の７５を軽

減 

（イ）ガソリンを内燃機関の燃料として用いる次に掲げる３輪以上の軽自動車につい

て、税率の概ね１００分の５０を軽減 

ａ 基準エネルギー消費効率が平成３２年度基準エネルギー消費効率に１００分



の１３０を乗じて得た数値以上の乗用の軽自動車 

ｂ 基準エネルギー消費効率が平成２７年度基準エネルギー消費効率に１００分

の１３５を乗じて得た数値以上の貨物用の軽自動車 

（ウ）ガソリンを内燃機関の燃料として用いる次に掲げる３輪以上の軽自動車につい

て、税率の概ね１００分の２５を軽減 

ａ 基準エネルギー消費効率が平成３２年度基準エネルギー消費効率に１００分

の１１０を乗じて得た数値以上の乗用の軽自動車 

ｂ 基準エネルギー消費効率が平成２７年度基準エネルギー消費効率に１００分

の１１５を乗じて得た数値以上の貨物用の軽自動車 

  キ 減税対象車に係る軽自動車税について、不足額が生じた原因が、偽りその他不正

の手段により国土交通大臣の認定等を受けたことを事由として国土交通大臣が当該

認定等を取り消したことによるものであるときは、当該認定等の申請をした者等を

賦課期日現在における当該不足額に係る３輪以上の軽自動車の所有者とみなして、

軽自動車税に関する規定を適用すること等の措置を講ずる。（附則第１６条の２関

係） 

  ク 優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得に係る課税の

特例について、その適用期限を３年延長する。（附則第１７条の２関係） 

  ケ その他地方税法の一部改正に伴う規定の整備 

（２）松伏町国民健康保険税条例の一部改正（第２条） 

国民健康保険税の減額措置に係る所得判定基準を次のとおり改定する。 

区分 現行 改正後 

５割減額 総所得金額及び山林所得金額の

合算額が、３３万円に被保険者

及び特定同一世帯所属者１人に

つき２６５，０００円を加算し

た金額を超えない世帯に係る納

税義務者 

総所得金額及び山林所得金額の

合算額が、３３万円に被保険者

及び特定同一世帯所属者１人に

つき２７万円を加算した金額を

超えない世帯に係る納税義務者 

２割減額 総所得金額及び山林所得金額の

合算額が、３３万円に被保険者

及び特定同一世帯所属者１人に

つき４８万円を加算した金額を

超えない世帯に係る納税義務者 

総所得金額及び山林所得金額の

合算額が、３３万円に被保険者

及び特定同一世帯所属者１人に

つき４９万円を加算した金額を

超えない世帯に係る納税義務者 

（３）松伏町税条例等の一部を改正する条例の一部改正（第３条） 

   規定の整備 

（４）松伏町税条例の一部を改正する条例の一部改正（第４条） 

   規定の整備 

３ 施行期日等 

（１）施行期日 

   平成２９年４月１日。ただし、２（３）及び（４）については、公布の日 

（２）町民税に関する経過措置 

２（１）ア、ウ及びクは、平成２９年度以後の年度分の個人の町民税について適用

し、平成２８年度分までの個人の町民税については、なお従前の例による。 

（３）固定資産税に関する経過措置 

ア ２（１）エ及びオは、平成２９年度以後の年度分の固定資産税について適用し、

平成２８年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 



イ ２（１）イは、平成３０年度以後の年度分の固定資産税について適用し、平成２

９年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 

（４）軽自動車税に関する経過措置 

ア ２（１）カ及びキは、平成２９年度以後の年度分の軽自動車税について適用し、

平成２８年度分までの軽自動車税については、なお従前の例による。 

イ 町長は、納付すべき軽自動車税（平成２８年度以前の年度分のものに限る。）の

額について不足額があることを納期限後において知った場合において、当該事実が

生じた原因が当該不足額に係る３輪以上の軽自動車の所有者以外の者（以下「第三

者」という。）にあるときは、地方税法第１３条第１項の規定による告知をする前

に、当該第三者に対し、当該不足額に係る軽自動車税の納付を申し出る機会を与え

ることができるものとし、当該申出の機会を与えられた第三者が当該申出をしたと

きは、当該第三者を賦課期日現在における当該不足額に係る３輪以上の軽自動車の

所有者とみなして、軽自動車税に関する規定を適用する。 

ウ イの申出をした第三者は、当該申出を撤回することができない。 

（５）国民健康保険税に関する経過措置 

２（２）は、平成２９年度以後の年度分の国民健康保険税について適用し、平成２

８年度分までの国民健康保険税については、なお従前の例による。 

 

議案第２６号 

松伏町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例 

１ 趣旨 

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準の一部改正に伴い、

支給認定証の任意交付化に係る規定の整備をするもの 

２ 内容 

  支給認定証の任意交付化に係る規定の整備（第８条関係） 

特定教育・保育施設は、保護者から特定教育・保育の提供を求められた場合に、必要

に応じて、支給認定証により支給認定の有効期間及び保育必要量等を確認するものとし、

支給認定証が交付されていない場合は、子ども・子育て支援法施行規則第７条第２項に

規定する通知により確認するものとする。 

３ 施行期日 

  公布の日 

 

議案第２７号 

平成２９年度松伏町一般会計補正予算（第１号） 

１ 当 初 予 算 額     ８，０２６，０００千円 

２ 補 正 予 算 額        ８９，５６３千円 

３ 合     計     ８，１１５，５６３千円 

 


